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5 友部謙一『前工業化期日本の農家経済：主体均衡と市場経済』，有斐閣，2007 年，254 頁． 
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9 代表的な研究のみを挙げるとするならば，田中太七郎『日本取引所論』，有斐閣，1910 年，須々木庄平
『堂島米市場史』，日本評論社，1940 年，島本得一，『徳川時代の証券市場の研究』，産業経済社，1953 年，
等が挙げられる．宮本による網羅的な紹介については，宮本『近世日本の市場経済』，第 3 章を参照のこと． 
10 「米商考」船越政一郎編『大阪商業史資料』，第 20 巻，浪速叢書刊行会，1929 年． 















引期間については，延正米商内は，1，3，5，7，9，11 月を限月とする 6 期建て，熊川米
延商内は，3，6，11 月を限月とする 3 期建てあった15． 
取引時間については，必ずしも全て明らかになる訳ではない．正米取引は，毎朝四つ時
（午前 9 時から午前 11 時）頃から取引を始めていたことは明らかであるが16，その終了時
刻は不明である．延正米商内については，開始時刻，終了時刻共に不明である．熊川米延




















                                                  
15 それぞれ「万相場日記」における記載に基づく． 
16 『大津市志』，884 頁． 
17 『大津市志』，896 頁． 
18 〔題目〕「宝暦十年九月 奉行の御尋に答ふる口上書」，〔作成〕頭取，組頭，〔宛所〕御役人中，〔年代〕




































                                                  
19 岩橋勝『近世日本物価史の研究』，大原新生社，1981 年．宮本『近世日本の市場経済』．山崎隆三『近世
物価史研究』，塙書房，1983 年． 














伝えられていた．また「万相場日記」の記載によれば，江戸の相場情報が 8 日から 10 日の
ラグ，下関の相場の情報は，9 日から 10 日のラグで，鏡村の玉尾藤左衛門の元に届いてい
















                                                  
21 下関からの相場報知について代表例を挙げるならば，文化 5(1808)年 9 月 21 日に，下関の「網七屋」よ
り発せられた相場報知状が，10 月 1 日の項に記されていることが挙げられる．文化 5 年 9 月は小の月に当
たるため，ここでのラグは 9 日間，ということになる．国文学研究史料館，歴史資料閲覧事務室蔵「近江
国鏡村玉尾家文書」所収，「万相場日記」，443．また，同じく文化 5 年のフェートン号事件については，長
崎を 8 月 15 日の酉ノ刻（午後 5 時～7 時）に発した第一報が，同 20 日の酉ノ刻（午後 5 時～7 時）に大
坂に到着している．「万相場日記」，443．ただしフェートン号事件の場合には，「早状」との記載がなされ
ていることから，通常よりも速く伝達された，特異な事例であったことになる． 


































                                                  
23 日次の米価系列が，これまで全く存在しなかった訳ではない．三井家編纂室編『自天明七年至明治四年




24 玉尾家文書は，滋賀県蒲生郡竜王町大字鏡玉尾藤左衛門家の原蔵にかかったもので，1960 年，1961 年
の両年度にわたって，故紙回収業者を通して，国文学研究資料館に収蔵されることとなった史料群であり，
総点数は 2481 点を数える．この他に，1969 年に名古屋，京都両市の古書店から発見され，購入された分
も存在する．国立史料館編『近江国鏡村玉尾家永代帳』，東京大学出版会，1988 年，1 頁． 
25 以下，同文書は頻繁に参照されるため，これ以後において参照する際には，「万相場日記」，史料番号，
のように略記する． 
26 国立史料館『玉尾家永代帳』，1-12 頁． 
27 屋号を米屋と称した一方で，5 代定治の代より，玉尾藤左衛門を名乗り，これを代々世襲したものと思
われる．国立史料館編，『史料館所蔵史料目録 第二十三集』，国立史料館，1974 年，116 頁． 
28 国立史料館『史料目録』，129 頁． 
29 国立史料館『史料目録』，131 頁． 
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価格も欠かさず記載されており，延売買への高い関心を窺わせるものとなっている．宝暦




























                                                  
30 実際，寛政 10(1798)年以降になると，価格の記載のみならず，大坂市場，ないしは大津市場の動向を書
き記すようになっている． 



































相場が記載されていれば，それは前日の 15 日相場である可能性が高い．さらに，翌 17 日
の欄に，大坂相場が記載されていなければ，その可能性は一段と高まる．無論，休日は毎






また，「万相場日記」には，明らかな記載ミスと思われるものも散見される．例えば，60 匁 1 分前後の
価格が続いている際に，70 匁 1 分と，突如として十の位が変わり，翌日にまた，60 匁 1 分と，十の位が






































35 例えば，「万相場日記」の文化 4(1807)年 11 月 17 日の項を見ると，「大坂休日」と記された上で，大坂
相場が欠落しているのに対し，前日の 16 日，並びに翌 18 日の項には大坂相場の記載がなされている（「万
相場日記」，443）．「商家秘録」によれば，11 月 17 日は休日とされてはおらず，16 日のみが休日であるた
め，ここで記されている大坂相場は，日付より 1 日前のものであるということが確認されるのである． 
36 『大津市志』，872 頁． 
37 この点について，詳しくは第 2 章第 1 節第 1 項を参照のこと． 
38 例えば「万相場日記」，447，天保 13(1842)年 5 月 18 日の項では，「大坂曇天不分」の注記がなされた
上で，大坂相場は空欄となっている． 
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の享和 2(1802)年 9 月 20 日朝の項を見ると，11 月限月の熊川米延商内の価格が，65 匁 3















稿第 3 節において行う分析は，以上の理解に基づいて，進められることになる． 
                                                  

























                                                  
41 鶴岡実枝子「近世米穀取引市場としての大津‐近江湖東農村商人の相場帳の紹介‐」『史料館研究紀要』，
第 5 号，1972 年，1，104-207 頁． 
42 例えば，鶴岡系列において，天明 4(1874)年 4 月 5 日の大坂帳合米（先物）市場の大引相場は，105 匁 5
分とあるが，これは 95 匁 6 分と読むのが正しい．この 4 月 5 日の相場は，文書の上では「長合 五匁四
分 大引五匁六分」とのみ記されているため，鶴岡はこれを 105 匁台と誤認し，さらに大引値段とその前
の値段を足して 2 で割った値として，105 匁 5 分と記載したものと思われる．しかしながら，前日の 4 月
4 日には，帳合米相場を 94 匁 8 分と明記されていること，そしてその直後に記載されている 4 月 10 日の
相場は 95 匁 8 分と明記されていることから照らせば，4 月 4 日だけが 10 匁ものジャンプを見せていたと










問題として指摘しておこう．例えば，寛政 2(1790)年 3 月 8 日の帳合米相場を，鶴岡系列では 55 匁 3 分と
しているが，この日は「五十五匁三分にて相止申候」との記載がなされているため，この点について注記
をせずに，価格のみを記載することは，正確性を欠くものであると言わざるを得ない．「万相場日記」，441，























46 須々木『堂島米市場史』，100-101 頁． 
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Model: 以下 VAR モデルと表記）を推定することによって行われる． 
 
(1)  1 1 2 2t t t p t p− − −= + + + +y φ y φ y φ y uL t
 




ARモデルをVARモデルに拡張したものに過ぎない48．この時， 1 2,t ty y に，それぞれ関係性
を見たい 2 変数を代入し，最小二乗法で(1)式を推定することによって， 1ty が 2ty に与える
影響，そして逆に 2ty が 1ty に
t
t




2)  1 1 1 1 2t t p t p t p t pT a T a T b S b S u− − − −= + + + + + +L L
(3)  1 1 1 1 1t t p t p t p t pS c S c S d T d T u− − − −= + + + + + +L L
 





①全ての tについて，  ( ) 0tE =u
②全ての tについて， ( ) ( )' 1,2var t t tE σ⎡ ⎤= = ∑ = ⎣ ⎦u u u  
③全ての t について，  s≠ ( ) 0t tE ′ =u u
ここで，∑ は非対角行列を表しており，仮定②の意味する所は，撹乱項の同時点における相関が 0 ではな
い，ということである． 
48 一変数による AR モデルを，多変数の VAR モデルに拡張しても，その性質が保持されることが知られて






(4)  ( )0 : 0 ,kH b = L　 　　k=1,2, p
1 : 0H ≠k　いずれかのkについて　　b  
(5)  ( )0 : 0 ,kH p= L　d 　　k=1,2,



























ということである．これは当然のことと言えるが，仮に A という変数が B という変数を説
                                                  
49 山本『経済の時系列分析』，164 頁． 
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(6)  , 1 , 1 , 1 , 1 , , ,1i t i t p i t p j t p j t p i j tG a G a G b D b D u− − − −= + + + + + +L L
(7) , 1 , 1 , 1 , 1 , , ,2j t j t p j t p i t p i t p iD c D c D d G d G u− − − −= + + + + + +L L j t














み合わせとしては，合計 2 通りが考えられることになる．  
それぞれの組み合わせについて与えられる 2 本の AR モデルについて，最小 2 乗法によ
ってこれを推計し，以下の仮説について検定を行った． 
 
(8)  ( )0 : 0 ,kH b = L　 　　k=1,2, p
1 : 0H ≠k　いずれかのkについて　　b  
(9)  ( )0 : 0 ,kH p= L　d 　　k=1,2,
1 : 0H ≠k　いずれかのkについて　　d  
 






















                                                  







































































                                                  
52 高槻「近世市場機構の形成」 
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表 2-1.Granger 因果性テスト結果（大坂帳合米，大津熊川米先物） 
年度 ラグ次数 自由度 判定結果
1798年 1 117 帳合米先行
1799年 1 132 帳合米先行
1800年 1 144 帳合米先行
1801年 1 174 帳合米先行
1802年 1 169 帳合米先行
1803年 1 167 帳合米先行
1804年 1 161 帳合米先行
1805年 1 184 同時
1806年 1 143 帳合米先行
1807年 1 189 熊川先物先行
1808年 1 138 帳合米先行
1809年 1 163 帳合米先行
1810年 1 131 帳合米先行
1811年 1 166 帳合米先行
1812年 1 150 帳合米先行
1813年 1 235 熊川先物先行
1814年 1 201 帳合米先行
1815年 1 81 帳合米先行
1816年 1 187 帳合米先行
1817年 2 193 帳合米先行
1818年 1 180 帳合米先行
1840年 1 141 同時
1841年 1 202 同時
1842年 1 172 同時
1843年 1 233 熊川先物先行
1846年 1 209 帳合米先行
1851年 1 203 同時
1854年 1 207 同時
1855年 1 207 同時
1856年 1 203 同時  
資料）「万相場日記」，441-451． 
 注）・有意水準は 5%として判定を行っている． 










表 2-3.Granger 因果性テスト結果（大坂正米，大津熊川米先物） 
年度 ラグ次数 自由度 判定結果
1798年 1 112 正米先行
1799年 1 132 正米先行
1800年 1 148 正米先行
1801年 1 164 正米先行
1802年 1 168 正米先行
1803年 1 172 正米先行
1804年 1 169 正米先行
1805年 1 203 正米先行
1806年 2 168 双方向
1807年 1 194 双方向
1808年 1 138 正米先行
1809年 1 162 同時
1810年 1 133 正米先行
1811年 1 197 同時
1812年 1 150 正米先行
1813年 1 221 正米先行
1814年 1 186 同時
1815年 1 80 正米先行
1816年 1 187 正米先行
1817年 2 221 双方向
1818年 1 176 正米先行
1840年 1 149 熊川先物先行
1841年 1 206 同時
1842年 1 197 同時
1843年 1 239 熊川先物先行
1846年 1 221 正米先行
1851年 1 203 正米先行
1854年 1 217 同時
1855年 1 207 同時
1856年 1 204 同時  
資料）「万相場日記」，441-451． 
 注）・有意水準は 5%として判定を行っている． 
   ・最適ラグ次数は，S.B.I.C によって決定している． 
 




1834-1864 0.789  
資料）「万相場日記」，441-451． 
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This paper examines the rice price co-movement in Tokugawa Japan, especially between the the 
Dojima Rice Market established in 1730 and the rice market in Otsu established in 1735. Both 
markets were representative rice markets in Tokugawa period Japan. 
 
Before applying the empirical analyses, this paper first introduces the daily price index constructed 
from the original historical document, “Yorozu Souba Nikki (Daily memorandum of commodity 
price indices),” written by the contemporary rice merchant who dealt in the rice trades. From this 
memorandum, we can construct the daily price index both in the futures and the spot market during 
the period from 1798 to 1856. 
 
Based on this price index, the Grager causality tests were conducted, and it is shown that, during the 
period from 1798 to 1818, the prices in the Dojima were reflected in the prices in Otsu by the next 
day, and during the period from 1840 to 1864, the prices in Dojima were reflected in the prices in 
Otsu on the same day.  
